
名古屋大学、名古屋工業大学 

○ 産学官連携体制図（連携） 産学官連携体制図（連携）
産学官連携体制整備の概要

「知財ポートフォリオ形成モ
デルの構築」事業推進を目的
に、検討対象とした、知的ク
ラスター創生事業の中核大学
である名大と名工大が中心と
なり名大と連携協定を締結し
ている産総研、知クラ事業を
主催している科技財団及び中
部TLOと連携して推進する体
制基盤を整備した。
更に、
知的クラスター創生事業に参
加する他大学・研究機関にも
協力を求めた。

名大が事務局として各参加機
関による「合同研究会」（毎
月開催）を運営し、実務部隊
とした。

プロジェクト終了後は必要に
応じ、本連携体制を利用して
いく。

大学等名 ： 名古屋大学・名古屋工業大学

別紙（１）

名古屋大学
産学官連携推進本部

名古屋工業大学
産学官連携センター

産業技術総合研究所
中部センター

（※名古屋大学の産学官連携体制図については、Ｐ１１５の「国際」の体制図と同様） 

○ 産学官連携体制図 
産学官連携体制図

産学官連携体制整備の概要

・本部（センター)の構成概要
名古屋工業大学の知財創出

支援から技術移転に関わる業
務を知財活用部門として一体
となって推進し、関連する外
部機関との窓口ともなる。

・本部（センター）の特徴
わかりやすく、スピード感

のある組織体制となっている。
知的財産マネージャーは事業
開始時の1名から3名に増員さ
れた。

大学等名 ： 名古屋工業大学

別紙（１）

学長

センター長（理事）

副センター長（副学長）

産学官連携センター

企画・管理部門 知財活用部門

・ビジョンの策定
・長期・中期・年間計画の立案
・センター庶務（予算、人事等）
・契約事務
・テクノフェア等各種イベント運営
・広報
・産学官連携戦略研究会企画・運営

○専任職員 【３名】
○事務補佐員 【２名】
■技術補佐員 【１名】

（注）企画・管理部門は事務組織

○印：専任の教職員・スタッフ（学内経費）
■印：欠員補充中

・知的財産の創出支援、評価、活用及び管理
・共同研究・受託研究創出
・競争的資金獲得支援
・技術移転
・科学技術相談、特許相談
・地域連携の推進
・大学発ベンチャーの創出支援

○専任教員 【２名】
○知的財産ﾏﾈｰｼﾞｬｰ 【３名】
○事務補佐員 【２名】
○産学官連携ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 【４名＋ ■ １】

同 非常勤 【２名】
■技術補佐員（共同研究創出支援スタッフ）

【１名】
客員教授等 【３名】

一体的活動

名古屋工業大学研究協力会（会員数２５２、うち企業会員数：２０４社）



名古屋大学、名古屋工業大学 

○ 成 果 事 例 

概 要

特許価値評価法の開発

趣旨・目的

大学等名 名古屋大学
機関名称 名古屋工業大学

成果及び効果

別紙（２）具体的な成果事例（その１）

「知的クラスター創成事業」の
中核である名古屋大学と名古
屋工業大学が中心となって、特
許ポートフォリオ形成の基盤整
備を行う。

さらに関係機関に展開するこ
とによって、参加企業が事業化
しやすい環境を構築する。

東海ものづくり知的クラスター
創成事業に関連する特許を題
材に、特許価値評価を試みた。

不確実性を考慮し、リアル・オ
プション法を採用。特許権を
コール・オプション（購入する権
利）と設定。ブラック・ショール
ズ・モデルとモンテカルロ法を
組み合わせて検証した。
すでに４年間ライセンス収入の
ある案件で妥当な範囲の金額
の一致が見られた。

（ GaN半導体への特許価値評価の適用 ）

ｱﾌﾟﾛｰﾁ法 具体的手法

インカム法
DCF法（資産控除法）

RFR法（免除ﾛｲﾔﾘﾃｨ法）

マーケット法

BSOPM
（ﾌﾞﾗｯｸ･ｼｮｰﾙｽﾞﾞ･ｵﾌﾟｼｮﾝ･ﾌﾟﾗｲｼﾝｸﾞ･ﾓﾃﾞﾙ）

類似取引比較法

コスト法
原価法（ﾋｽﾄﾘｯｸ･ｺｽﾄ法）

再構築費用法

リアル
オプション法

DTA（ﾃﾞｼｼﾞｮﾝ･ﾂﾘｰ･ｱﾅﾘｼｽ)

バイノミナル･モデル

ブラック･ショールズ･モデル

・・・各種特許価値評価法の調査/比較/検討実施①トレードオフ研究

コール・オプション価格
（ライセンス収入）

予測

モンテカルロシミュレーション

売上：正規分布

立上期間：一様分布

仮定

379万円 577万円 751万円

実績値
732万円

確率

③拡張手法

②適用ベース手法の決定

ブラック･ショールズ法により算出されたライセンス収入に関するコール･オプション価格
(約577万円)が、モンテカルロ法により、確率的に約379万円から約751万円の範囲
で変動することが予測できる。

◎４年間の特許料収入の実績値は732万円で、
上記予測範囲に該当することが実証できた。

特許価値評価の手法として
適用できることを示した。

②

概 要

知財ポートフォリオ形成モデルの構築

趣旨・目的

大学等名 名古屋大学
機関名称 名古屋工業大学

成果及び効果

別紙（２）具体的な成果事例

「知的クラスター創成事業」の中核で
ある本学と名古屋工業大学が中心と
なって、特許ポートフォリオ形成の基
盤整備を行う。
さらに関係機関に展開することによっ
て、参加企業が事業化しやすい環境を
構築する。

名古屋大学、名古屋工業大学に加え、産
総研、科学技術交流財団で合同研究会を
設置し、テンプレートを作成し、特許を
分類、技術評価、市場評価を行った。
集中して取り組むフラッグシップテーマ
を選定した。

各テーマの特許の強化策を進めるととも
に、特許のパッケージ化を進め、共同し
てライセンス活動に当たった。

ポートフォリオ化のプロセスとライセン
ス活動の進め方を報告会にて発表した。
目標を上回るライセンス活動結果が得ら
れた。

目標値 達成値

パッケージ化された 特許群数 ３０件 ６２件

技術移転件数 １０件 ４件

実施料収入（万円） １，０００ ５，４００

選定したフラグシップテーマ：①プラズマ技術②窒化ガリウム半導体③
ナノカーボン④表面機能化⑤液中プラズマについて、競争力調査を行い、
補完的もしくは競争的関係にある企業に対し、ライセンス活動を行った。

（例 カーボンナノチューブに関する特許競争力調査結果 ）

①



名古屋大学、名古屋工業大学 

概 要

高密度ラジカルソースの開発

趣旨・目的

大学等名 名古屋大学
機関名称

（高密度ラジカルソースの開発 ）

成果及び効果

別紙（２）具体的な成果事例（その３）

物質創成や材料加工の分野ではプラズマプロセスが広く
使われている。使用する原料ガスをプラズマ化すること
により、ガス中に化学的に活性なラジカル種を多量につく
ることができ、化学反応が促進され、材料合成速度を早
めたり新規な材料作成が可能となる。

このラジカルを生成するラジカルソースは、更なる高密度
化が求められており、新規な構造設計により、ラジカル量
が従来より10倍高い窒素ガス用ソースを開発した。

科技財団のコーディネータによる研究マネジメントによる
大学発ベンチャー企業との共同研究推進の成果として、
大学知財部が特許戦略（ポートフォリオ分析）に基づき、
特許群を形成し、同ベンチャー企業に独占実施許諾契
約の元、商品開発を実施した。更に欧米企業とMBE装
置への展開で共同開発を予定している。

本成果は、研究開発法人と大学が連携して、知財ポート
フォリオ形成した成功モデルケースの１つである。

・特許群の特許件数； １９件
・共同研究；３件

・市場規模；２０億円

④

名古屋大学 （230件）

名古屋工業大学 （262件）

科学技術交流財団 （79件）[注]

岐阜大学 （8件）

三重大学 （28件）

名城大学 （43件）
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号
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号
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優先権主張
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請求の範囲（全請求項） 要約(課題) 要約(解決手段) 引用文献
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被引用文献
番号

現在状況
2010/08/03

シーズ(技術キー
ワード)

ニーズ(商品
分類)

評価 企業との
契約関係
の内容

共同研
究の有
無

備考 グループ グループ
(教授)

年度 No. クラス
ター

特願
2006-
77889
（P2006-
77889）

2006/3/21 マルチマイク
ロホローカ
ソード光源及
び多元素同
時吸光分析
装置

堀  勝
	伊藤  昌文
	太田  貴之
	加納  浩之

国立大学法
人名古屋大
学	
国立大学法
人 和歌山大
学	
ＮＵエコ・エン
ジニアリング
株式会社

○：○：○ 504139662	
504145283	
304036008

藤谷  修 H01J 61/68
	H01J 61/68
P

H01J 61/68        P
	G01N 21/31    610 A
	G01N 21/01        D

　 通常出願 特開2007-
257900

2007/10/4 　 　 PCT/JP200
6/321995

2006/11/2 WO2007/10
8159

2007/9/27 AE, AG,
AL, AM,
AT, AU,
AZ, BA,
BB, BG,
BR, BW,
BY, BZ,
CA, CH,
CN, CO,
CR, CU,
CZ, DE,
DK, DM,
DZ, EC,
EE, EG,
ES, FI,
GB, GD,
GE, GH,
GM, GT,

2005/10/17 　 　 　 【請求項１】雰囲気ガス中において、マイクロホロープ
ラズマを生成して、光源とするマルチマイクロホローカ
ソード光源において、複数の直径１ｃｍ以下の筒状で
銅製又は銅合金製などの2次電子放出係数の高い金
属製のマイクロホローパイプと、これらのマイクロホ
ローパイプの先端に絶縁体を介して配設された陽極
板と、前記マイクロホローパイプの内部に設けられ、
得るべき光源スペクトルに対応した元素から成る金
属体と、雰囲気ガスと、を有することを特徴とするマル
チマイクロホローカソード光源。【請求項２】前記陽極
板は、前記マイクロホローパイプの開口端部に相当
する位置に窓の形成された金属板で構成されている
ことを特徴とする請求項１に記載のマルチマイクロホ
ローカソード光源。【請求項３】前記陽極板は、金属
メッシュで構成されていることを特徴とする請求項１に
記載のマルチマイクロホローカソード光源。【請求項
４】前記金属体は、ワイヤで構成されていることを特
徴とする請求項１乃至請求項３の何れか１項に記載

多元素を同時に
分析することがで
きる多元素発光
スペクトルを有す
る小型の点光源
の実現

ガラス容器４０内にＨｅガス
が封入されており、複数の
直径１ｍｍ以下の筒状で
銅製又は銅合金製のマイ
クロホローパイプ１１と、こ
れらのマイクロホローパイ
プ１１の先端に絶縁性ス
ペーサ３３を介して配設さ
れた陽極メッシュ３２と、マ
イクロホローパイプ１１の
内部に設けられ、得るべき
光源スペクトルに対応した
元素から成る金属ワイヤ１
４とを有する。【選択図】図
１

　 　 審査請求
2009/2/24

マルチマイクロホ
ローカソード光源、
多元素同時吸光分
析装置、多元素発
光スペクトル、小型
点光源、Ｈｅガス、マ
イクロホローパイプ、
陽極メッシュ、光源
スペクトル、マイクロ
ホロープラズマ、マ
ルチマイクロホロー
カソード光源、陽極
板、マルチマイクロ
ホローカソード光
源、金属メッシュ、銅
製又は銅合金製の
カソード板、絶縁
板、ヘリウム

多元素同時
吸光分析に
用いること
ができる多
元素同時発
光可能な光
源及び多元
素同時吸光
分析装置

○ ○○ 堀 堀 17 192
(229)

共同出
願(参
画企
業)

特願
2006-
85973
（P2006-
85973）

2006/3/27 低誘電率膜
のダメージ修
復方法、半導
体製造装置、
記憶媒体

堀  勝	
久保田  和
宏

東京エレクト
ロン株式会社
	国立大学法
人名古屋大
学

○：○ 000219967	
504139662

井上  俊夫 H01L 21/3065
	H01L 21/302
104H

H01L 21/302   104 H 5F004
AA07	5F004
AA08	5F004
BA09	5F004
BB25	5F004
BC03	5F004
BC05	5F004
BC06	5F004
BD01	5F004
DA00	5F004
DB24	5F004
EB03	5F004
FA08

通常出願 特開2007-
266099

2007/10/11 　 　 　 　 　 　 CN20071009
1524.6
KR10-2007-
0029331
TW96110408
US11/727,39
2

2007/3/27
2007/3/26
2007/3/26
2007/3/26

　 　 　 　 【請求項１】ＣＨ３ラジカル生成用のガスにエネルギー
を供給してＣＨ３ラジカルを生成する工程と、シリコン、
炭素、酸素及び水素を含み、炭素が脱離したダメージ
層を有する低誘電率膜にＣＨ３ラジカルを供給して、
前記ダメージ層にＣＨ３を結合させる修復工程と、を含
むことを特徴とする低誘電率膜のダメージ修復方法。
【請求項２】ＣＨ３ラジカルを生成する工程は、ＣＨ３ラ
ジカル生成用のガスを熱分解する工程であることを特
徴とする請求項１記載の低誘電率膜のダメージ修復
方法。【請求項３】低誘電率膜がダメージを受けてダ
メージ層が形成されるダメージ層混入工程は、低誘
電率膜がプラズマに曝される工程であることを特徴と
する請求項１または２記載の低誘電率膜のダメージ
修復方法。【請求項４】低誘電率膜がプラズマに曝さ
れる工程は、低誘電率膜に凹部を形成するための
エッチング工程及び／または低誘電率膜の上方に形
成された有機膜よりなるレジスト膜を灰化するための
アッシング工程であることを特徴とする請求項３記載
の低誘電率膜のダメージ修復方法。【請求項５】低誘

シリコン、炭素、
酸素及び水素を
含む低誘電率膜
からなる絶縁膜
例えばＳｉＯＣＨ膜
が積層された基
板において、プラ
ズマによりエッチ
ング及びアッシン
グが行われてＣ
元素の脱離した
ダメージ層を修復
すること。

Ｃ８Ｈ１８Ｏ２（構造式：（Ｃ
Ｈ３）３ＣＯＯＣ（ＣＨ３）３）
ガスを熱分解してＣＨ３ラ
ジカルを生成して、このＳｉ
ＯＣＨ膜にＣＨ３ラジカルを
供給してＣ元素の脱離した
ダメージ層へＣＨ３基を結
合させる。【選択図】図３

　 　 審査請求
2009/2/6

低誘電率膜のダ
メージ修復方法、半
導体製造装置、記
憶媒体、シリコン、
炭素、酸素及び水
素を含む低誘電率
膜からなる絶縁膜、
ＳｉＯＣＨ膜、プラズマ
によるエッチング及
びアッシング、Ｃ元
素、Ｃ８Ｈ１８Ｏ２（構
造式：（ＣＨ３）３ＣＯ
ＯＣ（ＣＨ３）３）ガ
ス、ＣＨ３ラジカル、
熱分解、ＳｉＯＣＨ
膜、ＣＨ３基、エッチ
ング工程、アッシン
グ工程、真空雰囲
気、プラズマ処理、

シリコン、炭
素、酸素及
び水素を含
む低誘電率
膜に対し
て、プラズマ
などにより
炭素の脱離
したダメージ
層の修復を
行う技術

○ ○○ 堀 堀 17
18
19

193
214
254

共同出
願(参
画企
業)

特願
2006-
92847
（P2006-
92847）

2006/3/30 プラズマを用
いた線条体
の被覆除去
方法及び装
置

平山  毅	
周  偉銘	
戸田  貞行	
小相澤  久
	堀  勝

国立大学法
人名古屋大
学	
古河電気工
業株式会社

○：○ 504139662	
000005290

松下  亮 G02B  6/00
	G02B  6/00
333

G02B  6/00    333 2H038 CA04 通常出願 特開2007-
264527

2007/10/11 　 　 PCT/JP200
7/056846

2007/3/29 WO2007/11
4242

2007/10/11 AE, AG,
AL, AM,
AT, AU,
AZ, BA,
BB, BG,
BH, BR,
BW, BY,
BZ, CA,
CH, CN,
CO, CR,
CU, CZ,
DE, DK,
DM, DZ,
EC, EE,
EG, ES, FI,
GB, GD,
GE, GH,
GM, GT,

US12/242,02
5

2008/9/30 　 　 　 　 【請求項１】被覆材によって被覆された線条体の所定
の部分をプラズマ炎にさらして、前記プラズマ炎にさら
された線条体の前記所定の部分の被覆材を全周に
渡って除去する、線条体の被覆除去方法。【請求項
２】前記線条体が光ファイバである、請求項１に記載
の線条体の被覆除去方法。【請求項３】前記プラズマ
炎はラジカル制御された非平衡大気圧プラズマ炎で
ある、請求項１または２に記載の線条体の被覆除去
方法。【請求項４】前記プラズマ炎の電子密度は５×１
０１４ｃｍ－３以上である、請求項１から３の何れか１
項に記載の線条体の被覆除去方法。【請求項５】前
記線条体の円周方向の断面積が前記プラズマ炎の
長手方向の断面積より小さい、請求項１から４の何れ
か１項に記載の線条体の被覆除去方法。【請求項６】
前記プラズマ炎が発生する電極と前記線条体との間
の距離が、２～３ｍｍである、請求項１から５の何れ
か１項に記載の線条体の被覆除去方法。【請求項７】
前記線条体の前記被覆材が有機物からなっており、

光ファイバに大き
な影響を与える
ことなく、光ファイ
バの被覆を大気
圧雰囲気のドライ
プロセスで高速
に除去する方法
及び装置を提供
する。

プラズマ生成ガス、マイク
ロ波、マイクロギャップを備
えたラジカル制御された非
平衡大気圧プラズマ源と、
プラズマ炎を発生させる電
極から２～３ｍｍの距離に
線条体を保持する線条体
保持部と、前記線条体を
長手方向に相対移動させ
る移動ステージとを備えた
線条体の被覆除去装置。
【選択図】図１

　 　 審査請求
2009/3/12

プラズマを用いた線
条体の被覆除去方
法、被覆除去装置、
光ファイバ、プラズマ
生成ガス、マイクロ
波、マイクロギャッ
プ、ラジカル制御、
非平衡大気圧プラズ
マ源、プラズマ炎、
線条体保持部、非
平衡大気圧プラズマ
炎、酸素プラズマ、
テンションコントロー
ラ

線条体の被
覆、例えば
光ファイバ
に被覆され
た樹脂系の
被覆層を除
去する方法
に関し、特
にラジカル
制御された
非平衡大気
圧プラズマ
を用い、大
気圧雰囲気
で被覆層を
除去する方
法
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特願
2006-
142113
（P2006-
142113）

2006/5/22 放電光源 堀  勝	
加納  浩之

国立大学法
人名古屋大
学	
ＮＵエコ・エン
ジニアリング
株式会社

○：○ 504139662	
304036008

藤谷  修 H01J 61/16
	H01J 61/067
	H01J 61/76
	H01J 61/16
N 	H01J 61/067
N

H01J 61/16        N
	H01J 61/067       N
	H01J 61/76

5C015
HH01	5C015
PP03	5C015
PP06	5C015
PP07

通常出願 特開2007-
311316

2007/11/29 4321721 2009/6/12 PCT/JP200
7/060370

2007/5/21 WO2007/13
6033

2007/11/29 AE, AG,
AL, AM,
AT, AU,
AZ, BA,
BB, BG,
BH, BR,
BW, BY,
BZ, CA,
CH, CN,
CO, CR,
CU, CZ,
DE, DK,
DM, DZ,
EC, EE,
EG, ES, FI,
GB, GD,
GE, GH,
GM, GT,
HN, HR,

US12/227,43
4

2007/5/21 　 　 　 　 【請求項１】大気圧放電光源において、微小間隔を隔
てて設けられた第１電極と第２電極とから成る電極
と、前記第１電極と前記第２電極との間に、電離用ガ
スとしてアルゴン、窒素または空気を輸送させる輸送
手段と、を有し、前記第１電極と前記第２電極との間
の微小間隔に、前記電離用ガスを流しながら放電さ
せること、を特徴とする放電光源。【請求項２】前記ガ
スを前記第１電極と前記第２電極との間の微小間隔
に導き流す絶縁パイプを有し、前記絶縁パイプのガス
の吹き出し口近傍に前記第１電極と前記第２電極と
が設置されていること、を特徴とする請求項１に記載
の放電光源。【請求項３】前記第１電極と前記第２電
極に、先端が鋸歯状をした突起を設けることで前記微
小間隔を形成したことを特徴とする請求項１または請
求項２に記載の放電光源。【請求項４】前記ガスを前
記第１電極と前記第２電極との間の微小間隔は、１ｍ
ｍ以下であることを特徴とする請求項１乃至請求項３
のいずれか１項に記載の放電光源。【請求項５】前記
輸送手段は、前記ガスを前記第１電極と前記第２電

安全かつ簡便に
ブロードな発光ス
ペクトルを持つ点
光源の発光装置
を実現すること。

放電光源は図１のように
絶縁パイプ３０と電極３１
ａ、３１ｂで構成されてい
る。電極３１ａ、３１ｂから
は、突起３２ａ、３２ｂが伸
びている。突起３２ａと３２ｂ
の間に絶縁パイプ３０を通
してアルゴンガスを流し、
電極３１ａ、３１ｂに電圧を
かけると、突起３２ａと３２ｂ
の間の領域にグロー放電
が生じ、発光する。突起３
２ａと３２ｂの間隔は微小な
ので発光領域は狭く、点
光源である。また、ガスの
流速を速くすると、発光強
度が増加し、紫外領域か
ら可視光領域までの幅広
く連続した発光スペクトル

特開平9－
199776
	特開2000
－106274
	特開2005
－285679

　 登録確定

権利期間
2026/5/22

放電光源、ブロード
発光スペクトル、点
光源発光装置、絶
縁パイプ、アルゴン
ガス、グロー放電、
発光強度、紫外領
域、可視光領域、大
気圧放電光源、電
離用ガス、鋸歯状
突起

スペクトル
のブロード
な発光をす
る点光源で
ある放電光
源
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共同出
願(参
画企
業)

共通テンプレートの作成

[注]科学技術交流財団分は個
人帰属特許

概 要

特許プール形成法の構築

趣旨・目的

大学等名 名古屋大学
機関名称 名古屋工業大学

別紙（２）具体的な成果事例

「知的クラスター創成事業」
の中核である本学と名古屋工
業大学が中心となって、特許
ポートフォリオ形成の基盤整
備を行う。
さらに関係機関に展開するこ
とによって、参加企業が事業
化しやすい環境を構築する。

東海ものづくり知的クラスター
創成事業に参加した５大学（名
古屋大学、名古屋工業大学、三
重大学、岐阜大学、名城大学）
に加え、産総研、科学技術交流
財団で合同研究会を設置し、テ
ンプレートを作成し、特許を分
類、技術評価、市場評価を行っ
た。

絞り込んだ重要特許について、
各テーマの特許の強化策を進め
るとともに、技術移転活動に向
けたパッケージ化を実施した。

◎全特許のキーワード抽出：199種類
（各特許毎に複数のキーワード設定）

フラッグシップ
事業化テーマ

対象特許
件数

技術キーワード 特許ポートフォリオ分析結果

Ａ プラズマ技術 128件 プラズマ・大気圧プラ
ズマ・ラジカル/ラジ
カル制御・マイクロ波

◎名古屋大学/名城大学/三重大学のグループ
・出願件数：４位 ・スコアランキング：３位 ・最高スコ

アランキング：１５位

Ｂ 窒化ガリウム半導体
（パワーデバイス）

75件 窒化ガリウム・エピ
タキシャル・ＭＯＣ
ＶＤ・シリコン基板

◎名古屋大学/名古屋工業大学/名城大学/三重大学/豊橋技術
科学大学のグループ
・出願件数：５位 ・スコアランキング：５位 ・最高ス

コアランキング：２位

Ｃ ナノカーボン 97件
＋

産総研
224件

ナノカーボン ◎名古屋大学/名古屋工業大学/名城大学/三重大学のグループ
・出願件数：１位 ・スコアランキング：３位 ・最高ス

コアランキング：１５位

Ｄ 表面機能化 59件 親水性/撥水性被
膜・自己組織化・多
孔質材料・マイクロ
パターン

◎名古屋大学/名古屋工業大学のグループ
・出願件数：２位 ・スコアランキング：１０位 ・最高

スコアランキング：８位

Ｅ 液中プラズマ
（ｿﾘｭｰｼｮﾝﾌﾟﾗｽﾞﾏ）

6件 液中プラズマ ◎名古屋大学
・現時点、公開特許は６件のみだが、最近注力しており、
今後大幅な伸びが期待できる有望なテーマ

③特許のグルーピング
・・・抽出されたキーワードに基づきグループ化【小分類】

◎全キーワード199種類から上位キーワード62種類に集約

[注]科学技術交流財団分は個人帰属特許

④共通技術群の作成【中分類】（7種類）

⑤重要特許群の抽出
・・・共通技術群の中から、重要特許群を抽出

⑥ポートフォリオ分析/検証
・・・重要特許群ごとに、特許ポートフォリオ分析実施

（例 共通テンプレートの作成からグルーピングと分析の手順 ）

成果及び効果 （得られた特許プール）

③



名古屋大学、名古屋工業大学 

○ 産学官連携活動のまとめ 

知財創出 知財活用

事業期間における産学官連携活動のまとめ

大学等名 ： 名古屋大学

別紙（３）

事業実施により明らかになった課題等 事業期間終了後の産学官連携活動に対する考え方

①重要であると学んだ事項
・技術移転など社会貢献の良否は、研究テーマ設定
段階の方向付けに大きく左右される

・知財ポートフォリオの形成の為には
1）研究テーマ設定段階から活動開始すべき
2）研究初期段階から大学間の協業が必要

②構築した活動基盤
・産学連携や知財活動を、大学間で協働して
取り組む体制を構築し、その有効性を検証した

・大学間協働の知財活動の知見・ノウハウを蓄積

③整備途上にある要素
・研究テーマ設定段階から、

1）類似テーマの研究チームが知財活動で協業
2）研究成果の出口設定を促す施策
3）複数の大学（及び研究開発法人）知財部門が協働

できる知財管理の基盤

研究企画 研究実施

本事業の実施範囲

①産学連携の活動期間を研究企画段階から開始する
・出口を想定した研究テーマ設定を促進する施策
・社会への技術移転を想定した知財活動を研究初期段階から開始

知財創出 知財活用

研究企画 研究実施

取組を企画段階から開始する

知財創出 知財活用

研究企画 研究実施

知財創出 知財活用

研究企画 研究実施

・・・

大
学
間
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
整
備

大学A

大学B

大学C

②大学の枠を超えた連携研究のネットワークを構築
・中核大学の連携拠点を整備
・知財活動の大学間連携を促すICTなどの基盤整備

事業期間における産学官連携活動のまとめ

＜ポートフォリオ形成のメリット＞
・各機関の所有特許の実態が把握でき、共同
ライセンスへの体制が構築できた。
・企業を訪問するにおいて、単独大学で訪問
するよりも、相手側の関心を集めることがで
き、効果的な技術移転活動が行えることがわ
かった。

＜活動体制＞
・技術移転活動においては、関係者の連合
チーム、中部TLOの活用、大学発ベンチャー
による用途開拓、外部機関への委託など、可
能なものを幅広く利用して取り組んだ。

＜現段階の課題＞
・出願済みの特許によってポートフォリオを
形成したが、面展開として弱点があった。プ
ロジェクト活動においては、研究開始時点か
ら特許ポートフォリオ形成を意図して進める
必要性を認識した。

大学等名 ： 名古屋工業大学

別紙（３）

事業実施により明らかになった課題等

技術移転収入と共同研究・受託研究の間接経費を合わせれ
ば、産学官連携センター機能を実現できるだけの収入はす
でに確保されている。

学長と研究担当理事の主導により、収入に見合う活動経費
を持続的に確保するしくみの構築を進めている。これによ
り、現状を上回る人員体制が可能となり、OJTを通じて新
たな人材育成が進むと考えられる。

もっとも重要なことは、産学官連携活動が全学に浸透し、
原資配分に対する理解を得、また研究実績に繋がることで
ある。今回の特許ポートフォリオ形成モデルが今後の技術
移転活動の基礎知識として活用され、技術移転収入が増加
することを期待している。

事業期間終了後の産学官連携活動に対する考え方



慶應義塾大学 

（※ 産学官連携体制図、成果事例、産学官連携活動のまとめ 
 については、Ｐ１２７の「国際」と同様） 


